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加速する 技 街の進歩と、 市場、 顧客、 黄 合 企業のグローバル 化の二つの大きな 漬れの中 

で、 この地球は益々小さくなっていく。 東西関係の急速な 変化はこの 済 れを加速している 

。 貿易摩擦が叫ばれる 中で世界の貿易は GNP の 神 ぴを 俺す 速さで拡大しているし、 国々 

の経済は一層お 互いの依存度を 増している。 それと共に事業の 展開にとって 技 俺は益々 重 

要 になり、 事業のグローバル 化とともに研究開発の 海外進出も止んであ る。 グローバル化 

に注目しつつアメリカ・デュボン 社の日本における 研究開発を中心に 述べる。 

""" 一 
デュボン社の 研究開発は 1902 年の研究所名 設に遡 る。 当時のデュポンの 事業であ った 火 

薬 の 襄造 研究が行われ、 利益に大きく 貢 試したと言われている。 1910-1920 年にかけて デ 

ュ ボン社は買収による 多角化を推進するが、 それぞれの買収事業は 研究の支援によって 急 

速 に拡大した。 1920 年代になって 基礎研究に着手され、 ネオアレンゴム、 ナイロンが発明 

された。 それ以来 1950 年代にわたり、 ポリマーを中心に 次々と新製品を 開発し商品化して 

、 巨大な化学会社テュ ホ ンが出来上がった。 このように研究成果を 事業化し成長した テュ 

ホ ンは、 石油危 憶 後に研究投資の 低調な時期があ ったものの、 現在売上げの 7 パーセント 

弱 ( 石油部門を除く ) 、 年間研究開発育 2 千億円弱、 を研究に投資する、 技術開発重視の 

総合化学企業であ る ( 図 1 ) 。 

一方、 デュポンの事業は 戦後ヨーロッパを 中心に海外進出し、 1970 年代には売上げの 2 

5 パーセントがアメリガ 本国外での事業に 成長した。 Iga9 年には日本、 アジア地域の 事業 

の拡大と加えてドル 安の影 番 もあ り、 デュポン社の 年間総売上げ 約 5 兆円のうち海外売上 

げは 4 5 パーセントに 達し、 数年後には 50 パーセントを 越すことを 予 乱している。 海外 

事業の規壊の 拡大に伴って、 海外における 研究開発が急速に 拡大しつつあ るとはいえ、 国 

外における研究開発は 依然会社の 1 0 パーセントに 満たない。 強力な研究開発陣と 設備を 

アメリカ国内に 持つ テュ ボンは、 1 0 年前 逢 は、 妓売 援助のための 技術サービスと 現地生 

産の援助のための 生産 技 街などは別として、 研究開発は国内でするのが 最も効果的であ る 

と考えていた。 研究開発に必要な 管理者や研究者の 質の問題、 採用や教育、 効率の良 い研 
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究 を行 う ための 規 楳や設備のことを 考えると，この W 断 は 一概に間違いとは 言えまい。 榊 
テュホ ンの日本進出は 接 商 であ るが、 本格的な宮 棄 活動を開始したのは 接 後のことであ 

る 。 1949 年にデュポン・ファーイーストが 設立され、 デュポン製品の 日本市場への 販売が 

始まった。 1gf6(M 年代になると 昭和電工，姉井石油化 学 、 東レなどとの 折半出資の合弁企業 

が発足し，デュポンの 技術による生産活動が 始まった。 30 年前に合弁とはいえ 日本に生 

産 拠点を持った テュ ボンは、 合弁事業こそ 着々とその 業 使を伸ばしてきたものの、 その後 

の日本における 国度化については 必ずしも華々しいものではなかった。 デュポンの関心は 

ョ一 ロッ バ に向いていたのであ る。 しかし m 妹 O 年代に入り社会の 変化、 デュポンのヨーロ 

ッパにおける 広助、 日本市場の重要 桂 とその顧客のバローバル 化などが要因となって 、 日 

本 、 アジアへの関心が 高まる。 デュポンが従来の 国度 化路 仮から新しいグローバル 化へと 

足を踏み出したといえよう。 

デュ ボンの日本における 事業強化の最初の 目立った動きは 宇都宮 工 拐の建設であ ろう。 

エンジニアリンバプラスチックのコンパウンド 工場であ る (m9 Ⅱ 年 ) 。 工場に並んで 技術 

サービス研究所が 設立され、 本格的な技術活動が 発足した。 顧客サービスとしての 技術活 

動が始まってすぐに 分かったことが 研究開発の現地化の 必要性であ った。 現地企業と黄 争 

して短時間にきめ 細かい 技指 対応をすることが 海を越えては 出来ないことが 次第に明らか 

になってきた。 この要望に答えて mg ぬ年秋に中央技術研究所が 完成し、 日本における 研究 

帯発 体調の基 接 が出来た。 現在 轄員 1 80 名、 電子産業対応と 高分子材料を 中心に、 技術 

サービス、 既存 裏 品 改良研究と若干の 新巣 品 苗売が行われている。 今後次第に新兵晶帯 発 

0 割合を増やそうと 考えている。 

業種、 企業によっては 海外の技術の 特技 を 朽月するために 海外進出する 場合も少なくな 

いが、 デュボン社の 場合は事業のグローバル 化 接 時を効果的に 達成するのが 主日的であ る 

。 近年日本に研究所建設をしている 多くの企業はデュポンと 同じような考えのように 思え 

る 。 この場合、 顧客向け技術サービス、 既存 果 品の現地向け 改良研究、 現地 鹿 客の欲する 

軒擾品 開発というステップで 展帯 することなる。 海外の売上げ 高に見合った 研究投資を海 

外ですべきとの 声もあ るが、 基礎研究や日的基礎研究は、 現地研究に特功なメリットがな 

い限り、 本国に依存することになろ う 。 我々もいず九基礎研究を 日本でやりたいと 思って 

いるが、 日本の技術力を 生かしたセラミックスなどの 限られた分野になるであ ろう。 我々 

が最も早急に 達成したいのは 日本の強力な 商品化能力の 利用であ る。 デュポンは高分子 材 
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科を中心とした 材料分野の研究能力と 蓄積たは自信をもっている。 しかし、 その研究成果 

の商品化については 不十分であ り、 もっと顧客と 協力して商品化能力を 高める必要性を 痛 

患 している。 商品化能力の 高い顧客に囲まれている 日本の研究所は 最適の場所であ る。 

湖仁 三 %" 
以上述べた よう に世界の大企業は 事業のグローバル 化と共に、 研究開発施設の 海外進出 

に積極的であ る。 しかしこれは 単に世界のあ ちこちに研究所を 作れば良いという 単純なも 

のではないことは 明らかであ る。 現に デュ ボンも日本の 研究所をアジア・ 太平洋地域の 研 

究 チと 位置づけている。 さらに我々の 場合研究開発の 対象は顧客対応が 中心であ る。 どん 

な技 街を開発したいかによって 研究開発立地は 世界的視野から 選ばれるべきだろう。 

顧客との接点 顧客との接点の 必要度と技術の 成熱度のマトリックスで 技術を分類 す 

ることが出来る。 このような解析から 顧客との接点の 必要度の高い 技術開発を選び、 出来 

る限り顧客に 近接して研究開発を 行 う ことが望ましい。 反対に技術の 成 熱度が低く接客と 

の 接点が少ない 技術では、 幅広く研究開発蒼海の 手に い れ具 ぃ 本社中央研究所や 大学など 

の委託研究先が 適当であ ろう ( 図 2) 。 市場や顧客がバローバル 化しているとはいえ、 

日本の自動車会社の 新材料の利用研究は 日本で行われているよ う に、 研究開発は特定地域 

で行われることが 多い。 我略 的に重要な顧客に 近接して研究施設が 設置されることが 望ま 

れる。 特に研究開発の 後期においては、 蔑客 との っ ながりが研究の 成功を左右すると 言え 

るであ ろう。 

研究所の眼界規模 顧客近接は望ましいとしても、 効率的な研究にはあ る程度の規 楳 

が 必要であ る。 例外は有ろ う が、 設備の有効利用などを 吉良すると、 人員にして最低 50 

名 程度の規模は 必要であ る。 逆に 2 50 人を越すと研究所の 管理が 建 しくなるとも 言われ 

ている。 大世帯の研究所では 姐 時を分割するなどの 丘 慮 が必要であ る。 工場付属の研究室 

は 別として、 10-20 人の小研究所をあ ちこちに建設することは 得策ではなかろう。 

研究開発キットワーク グローバル企業が 真価を発揮するためには、 その企業の世界 

申の研究所のネットワーク 化が達成されねばならない。 各研究所が本社研究所の 下部仮構 

でなく ネサ トワークの一員であ るためにはそれぞれの 研究所が 棲 となる 技 行を持つことが 

望ましい。 稜を持つことでコミュニケーションの 一方通行化を 止めることができる。 千ュ 

ホ ンの日本の研究所で 帯 発したアラスチックのアロイ 化の技術など 世界各地で利用され 始 

めていて、 これらの枝折 が 日本の研究所の 核となって成長することが 期待される。 

コミュニケーショシ ネットワークが 億館するためには 社内各研究所間の 迅速、 円滑 
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な コミュニケーションが 不可欠であ る。 デュポンでは 研究開発のネットワーク 完成にはま 

だまだ時間がかかるが、 先ずコミュニケーション・キットワーク 完成を目指して 努力中で 

あ る。 事業のためのコミュニケーション・ネットワークとして 構築してきた 電子メール・ 

ネットワークを 研究者間に拡大し、 今では世界中のデュポンの 研究者問のコミュニケーシ 

ョン が各自の ク一 ミナルから可能にをっている。 現在殆どの報告書が 電子化されたが、 デ 

ータベースの 充実と共に各種の 実験データへのアクセスが 可能となり、 研究者間の技術 備 

親交 涜が 大幅に改善される 日の速くないことを 期待している。 裏 品の技術テータもデータ 

ベース化が進んでいて、 営業の人々が 各自のターミナルから 研究所のテークに 直接アクセ 

ス する日も速くない。 

社外技術 研究開発部門の 海外進出のメリットの 一つはその地域の 技術や技術情報の 

入手をし易くすることであ ろう。 それによって 地域間の技術移転が 促進される。 顧客との 

共同研究も地域研究所なしでは 中々 思、 うような進捗は 期待できない。 さらに地域の 大学や 

研究所との 接 伍を深めることが 出来て共同研究の 可能佳も生まれる。 技術の多様化と 複雑 

さの故に今や 単一企業が基礎から 商品化までを 完成することが 困難になってきた。 世界各 

地 での社外との 技術協力は新事業開発にとって 不可欠であ る。 

人材 海外進出した 企業の最大の 課題は人の採用であ ろうか。 グローバル企業、 非 グ 

ローバル企業を 問わず人がその 企業の将来を 決めるのだが、 グローバル企業の 場合異なっ 

た文化的背景を 持つ人々が 一堵に億 かねばならないため 問題は一層重要であ る。 しかも 新 

たに進出した 企業の場合優れた 人材の採用は 容易でない。 そのうえ異文化の 混じりあ った 

紐 俺を管理することは 簡単ではない。 女桂、 小数民族の雇用とも 関わり、 恐らくグローバ 

ル 企業に最後まで 残される課題が 人の問題であ ろうが、 この問題を解決した 企業への見返 

りは計りしれない。 世界中の能力を 掌中にしその 相乗効果も期待できる。 

" 。 。 " 

海外企業の研究開発が、 その 動樵 はどうであ れ、 日本へめざましく 進出している。 同時 

にテュホ ンをふくの多くの 海外企業は日本企業との 共同研究などのパートナーシップを 求 

めている。 日本の研究開発グループが 欧米の大企業の 研究開発グループ と 密接な関係を 持 

っ好憶 であ ろう。 それぞれの文化の 相互 交 涜を深めて研究開発の 新しいパターンを 作り上 

げることも可能であ ろう。 そのためには 日本と外資企業の 情報交流が不可欠であ る。 この 

ような 交 涜は企業間に 留まらず、 産官学に広げられるべきであ ろう。 この面からの 学会活 

動の展開に期待したい。 
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図 1  アメリカ・デュポン 社の分野別研究開発費の 推移 
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